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週１回以上、趣味やスポーツの会に参加した高齢者は 

その後11年間の介護費30～50万円低い 
 

 

本研究では、愛知県A市において、要介護認定を受けていない高齢者への質問紙調査とその後の11年間の介

護レセプトデータを用いて、地域づくりによるその後の介護費用の相違を検討しました。分析の結果、趣味の会に週

１回以上参加していた群は、全く参加していなかった群と比べて、その後11年間の介護費用累計額が平均して

35万円程度低く、スポーツの会についても週１回参加群では平均して60万円程度低い傾向にあることが示されま

した。介護費削減そのものが介護予防事業の目的ではありませんが、対象地域（高齢者人口が約1万人の自治体）

において、それぞれの会に週１回以上参加する人を10%増やすことができた場合、11年間で8000万円程度の介

護費用を削減できる可能性が示唆されました。なお、これらの活動に参加している人ほど死亡率が低いことを考慮

すると、本結果はまだ過小評価であることが予想されます。 

  

お問合せ先：日本福祉大学社会福祉学部准教授 斉藤雅茂  masa-s@n-fukushi.ac.jp   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



報道発表 Press Release No: 168-19-2 

2019年 4月発行 

 

■背 景 

健康の社会的決定要因（Social determinants of health）の一つとして、社会参加が高齢者の健康に保護的な

影響をもたらしていることは国内外の膨大な研究によって確認されている。たとえば、国内でも、既にボランティア

活動、スポーツの会、趣味活動に参加している高齢者は抑うつ傾向、要介護状態や認知症の発症リスクが低い

傾向にあることが報告されている。介護費用削減が目的ではないものの、地域活動への参加によって要介護認定

を受ける期間が短くなる、もしくは、より軽度な要介護度を維持できることによって、介護費用が抑制されることが予

想されるが、この点はまだ検証されていない。そこで、本研究では、要介護認定を受けていない高齢者への質問

紙調査と、自治体が保有する介護レセプトデータを用いて、地域活動への参加頻度によるその後の介護費用累計

額の相違を分析した。 

 

■対象と方法 

愛知県 A 市において 2006 年 3 月に実施された要

介護認定を受けていない高齢者を対象にした全数調

査（郵送法による質問紙自記式調査）をベースライン

にした（回収率：53.4%）。その後、行政が保有する介護

保険認定・給付データと結合し、2017年 1月までの要

介護度および利用した介護保険サービス給付費を把

握した。 

ベースライン時点での諸特性を調整した重回帰分

析（OLS）に加えて、頑健性の確認のために、ガンマ分

布に基づく GLM 推計、欠損値を多重代入法で補完後

の OLS 推計、欠損値を多重代入法で補完後に傾向ス

コアを用いた逆数重みづけ（IPW）推定法を用いた。 

 

■結  果 

 趣味の会・スポーツの会・ボランティアの会のいずれもまったく参加していない人と比べて、参加している人々

の間では調査後 11 年間の要介護期間は短い傾向にあることが改めて確認された。たとえば、趣味の会に全

く参加していない群では追跡期間中、要支援・要介護状態は平均14.1ヶ月だったのに対し、週１回以上の群

では 10.6 ヶ月であった。 

 ベースライン時点での諸特性を統計学的に考慮したうえでも、地域活動への参加頻度はその後、11 年間の

介護費用累計額に対して有意な関連を示していた。具体的には、趣味の会に週１回以上参加している群は、

まったく参加していない群と比べて、11 年間の介護費用累計額は 35 万円程度／人低い傾向にあった。同

様に、スポーツの会についても週１回以上参加している群では 61 万円程度／人低いという結果であった。ボ

ランティアの会への参加については週１回以上の参加ではなく、年数回程度の参加の方がその後の介護費

用が低い傾向にあった。なお、本結果はいくつかの推計モデルによっても大きな違いは確認されなかった。 

 対象地域では、要介護認定を受けていない高齢者が約１万人おり、趣味の会に週１回以上参加している人

は 21.8%、スポーツの会に週１回以上参加しているは 12.7%であった。すなわち、それぞれ現在よりも 10％相

当を増やすことができれば、11 年間で約 8,000 万円程度の介護給付費を抑制できる可能性があることが示

唆された。なお、これらの活動に参加している人ほど追跡期間中の死亡率が低かったことを考慮すると、本結

果は過小評価であることが予想される。 
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